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●「運動部活動の指針」策定の趣旨  

○ 運動部活動は、学校の教育活動の一環として、各運動部の責任者【以下「運動部顧

問」という。】の指導の下、スポーツに興味・関心のある同好の児童生徒が参加して

行われている。体力や技能の向上を図る目的以外にも、異年齢との交流の中で、部員

同士や児童生徒と教師等との好ましい人間関係が構築され、学習意欲の向上や自己肯

定感、責任感、連帯感の涵養に資するなど、児童生徒の多様な学びの場として、教育

的意義が大きい活動である。 

 

○ また、運動部活動は、児童生徒、保護者及び地域の学校への信頼感をより高めるこ

とにつながっており、学校の一体感や愛校心を醸成することも現に認められる。  

 

○ 県教育委員会では、これまで「スポーツ活動の指針（平成20年３月）」を作成し、

学校における運動部活動等の円滑な実施と取組の充実に向けて取り組んできたところ

である。 

 

○ しかし、全国的な少子化に伴い、本県においても運動部活動数が減少しており、学

校や地域によっては従前と同様の運営体制では維持が難しく存続の危機にある。また、

全国的には運動部活動における行き過ぎた指導や過熱化、指導する教職員の多忙化等

の課題が指摘されている。  

 

○ さらに、本県では2 0 2 5年に国民スポーツ大会（2 0 2 3年佐賀県開催の第7 8回大会

より「国民体育大会」から名称変更）が開催されることとなっており、大会に向けて

選手の競技力向上を図るという観点とともに、大会後のレガシーの継承において、

スポーツを「する」、「みる」、「支える」、「知る」などの多様な関わりの観点に立ち、

大会に出場する選手のみならず、児童生徒が生涯にわたってスポーツに親しむ基盤

づくりなどに努めていくことが求められる。 

 

○ 本指針は、「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（平成30年３月 

スポーツ庁）【以下、「国のガイドライン」という。】に則り、小学校・中学校・高

等学校それぞれの段階における運動部活動（小学校においては、社会体育へ移行途上

のスポーツ少年団を含む。）を対象として、本県の実情を踏まえるとともに、運動部

活動が以下の点を重視して、地域、学校、競技種目等に応じた多様な形で最適に実施

されることを目指して策定する。 

① 市町村教育委員会や学校法人等の学校の設置者は、本指針等を踏まえ、各校種ご

とに運動部活動の指導・運営に関する体制を構築し、児童生徒のバランスの取れ

た健全な成長と教職員のワーク・ライフ・バランスの実現を図ること。 

② 学校、保護者、地域、関係機関及び関係団体等が一体となって、望ましい運動部

活動の実現を図ること。  

③ 高等学校では、各学校において中学校教育の基礎の上に多様な教育が行われてい

る点に留意しながら、合理的でかつ効率的・効果的な運動部活動の運営に取り組

むこと。
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１ 適切な運営のための体制整備 

（１）運動部活動の方針の策定等 

ア 市町村教育委員会や学校法人等の学校の設置者は、国のガイドラインに則り、本

指針を参考に「設置する学校に係る運動部活動の方針」【以下、「設置者の方針」と

いう。】を策定する。 

 

イ 校長は、設置者の方針に則り、毎年度、「学校の運動部活動に係る活動方針」を策

定する。 

運動部顧問は、年間の活動計画（活動日、休養日及び参加予定大会日程等）並び

に毎月の活動計画及び活動実績（活動日時・場所、休養日及び大会参加日等）を作

成し、校長に提出する。  

 

ウ 校長は、上記イの活動方針及び活動計画等を学校のホームページへの掲載等により

公表する。 

 

エ 学校の設置者は、上記イに関し、各学校において運動部活動の活動方針・計画の

策定等が効率的に行えるよう、県教育委員会が示す「運動部活動指導計画様式」（例）

を参考にするなどしながら、簡素で活用しやすい様式の作成等を行う。  

 

（２）指導・運営に係る体制の構築  
ア 校長は、児童生徒や教職員の数、部活動指導員の配置状況等を踏まえ、指導内容

の充実、児童生徒の安全の確保、教職員の長時間勤務の解消等の観点から円滑に運

動部活動を実施できるよう、適正な数の運動部を設置する。  
なお、設置に当たっては、今後の児童生徒数の推移や地域の実情等を踏まえ、児

童生徒、保護者や地域の関係者等との合意形成を図りながら、将来を見据えた取組

を推進する。  
 

イ 学校の設置者は、各学校の児童生徒や教職員の数、校務分担の実態、部活動指導

員の配置状況等を踏まえ、部活動指導員を積極的に任用し、学校に配置する。  
なお、部活動指導員の任用・配置に際しては、学校教育について理解し、適切な

指導を行うために、部活動の位置付け、教育的意義、児童生徒の発達の段階に応じ

た科学的な指導、安全の確保や事故発生後の対応を適切に行うこと、児童生徒の人

格を傷つける言動や、体罰は、いかなる場合も許されないこと、服務（校長の監督

を受けることや児童生徒、保護者等の信頼を損ねるような行為の禁止等）を遵守す

ること等に関し、任用前及び任用後の定期において研修を行う。  
 

ウ 校長は、運動部顧問の決定に当たっては、校務全体の効率的・効果的な実施に鑑

み、教職員の他の校務分掌や、部活動指導員の配置状況を勘案した上で行うなど、

適切な校務分掌となるよう留意するとともに、学校全体としての適切な指導、運営

及び管理に係る体制の構築を図る。  
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エ 校長は、毎月の活動計画及び活動実績の確認等により、各運動部（小学校におい

ては、社会体育へ移行途上のスポーツ少年団を含む。）の活動内容を把握し、児童

生徒が安全にスポーツ活動を行い、運動部顧問の負担が過度とならないよう、適宜、

指導・是正を行う。  
また、すでに社会体育へ移行しているスポーツ少年団等の活動についても、児童

生徒の健康面や安全面への配慮から活動状況の掌握に努める。  
 

オ 校長は、必要に応じて運動部活動の活動方針及び活動計画等について、教職員、

部活動指導員、保護者、外部指導者等が共通理解を図る機会（運動部活動連絡会等）

を設定する。  
 

カ 学校の設置者は、運動部顧問を対象とするスポーツ指導に係る知識及び実技の向

上並びに学校の管理職を対象とする運動部活動の適切な運営に係る実効性の確保

を図るための研修等の取組を行う。  
 

キ 学校の設置者及び校長は、教職員の運動部活動への関与について、「学校における

働き方改革に関する緊急対策（平成 29 年 12 月 26 日文部科学大臣決定）」及び「学

校における働き方改革に係る運動部活動に関する明確な基準の設定等について（平

成 30 年２月 28 日付け青教ス第 1078 号）」を踏まえ、法令等に則り、業務改善及び

勤務時間管理等を行う。  
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２ 合理的でかつ効率的・効果的な活動の推進のための取組 

（１）適切な指導の実施  
ア 校長及び運動部顧問は、運動部活動の実施に当たっては、「運動部活動の在り方

に関する総合的なガイドライン」（平成 30 年３月 スポーツ庁）及び「防災・安全

の手引」（平成 26 年３月 県教育委員会）に則り、児童生徒の心身の健康管理（ス

ポーツ障害・外傷の予防やバランスのとれた学校生活への配慮等を含む）、事故防止

（活動場所における施設・設備の点検や活動における安全対策等）及び体罰・ハラ

スメントの根絶を徹底する。学校の設置者は、学校におけるこれらの取組が徹底さ

れるよう、学校保健安全法等も踏まえ、適宜、支援及び指導・是正を行う。  
 

イ 運動部顧問は、スポーツ医・科学の見地からは、トレーニング効果を得るために

休養を適切に取ることが必要であること、また、過度の練習がスポーツ障害・外傷

のリスクを高め、必ずしも体力・運動能力の向上につながらないこと等を正しく理

解するとともに、児童生徒の体力の向上や、生涯を通じてスポーツに親しむ基礎を

培うことができるよう、児童生徒とコミュニケーションを十分に図り、児童生徒が

バーンアウトすることなく、技能や記録の向上等それぞれの目標を達成できるよう、

競技種目の特性等を踏まえた科学的トレーニングの積極的な導入等により、休養を

適切に取りつつ、短時間で効果が得られる指導を行う。  
 また、専門的知見を有する保健体育担当の教師や養護教諭等と連携・協力し、発

達の個人差や女子の成長期における体と心の状態等に関する正しい知識を得た上

で指導を行う。  
 
（２）運動部活動用指導手引の活用  

ア 運動部顧問は、中央競技団体が作成する運動部活動における合理的でかつ効率的・

効果的な活動のための指導手引を活用して、２（１）に基づく指導を行う。  
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３ 適切な休養日等の設定  

ア 運動部活動における休養日及び活動時間については、成長期にある児童生徒が、

運動、食事、休養及び睡眠のバランスのとれた生活を送ることができるよう、スポ

ーツ医・科学の観点からのジュニア期におけるスポーツ活動時間に関する研究も踏

まえ、以下を基準とする。  
 

小学校  
① 学期中は、週当たり２日以上の休養日を設ける。（平日は少なくとも１日、土曜日

及び日曜日（以下「週末」という。）は少なくとも１日以上を休養日とする。）  
② 週末に大会参加等で活動した場合は、休養日を他の日に振り替える。 
③ 長期休業中の休養日の設定は、学期中に準じた扱いで行う。 
④ 児童が十分な休養をとることができるとともに、運動部活動以外にも多様な活

動を行うことができるよう、ある程度長期の休養期間（オフシーズン）を設ける。  
⑤ １日の活動時間は、平日、週末ともに長くても２時間程度とし、できるだけ短時

間に、合理的でかつ効率的・効果的な活動を行う。  
 

中学校  
① 学期中は、週当たり２日以上の休養日を設ける。（平日は少なくとも１日、週末は

少なくとも１日以上を休養日とする。）  
② 週末に大会参加等で活動した場合は、休養日を他の日に振り替える。 
③ 長期休業中の休養日の設定は、学期中に準じた扱いで行う。 
④ 生徒が十分な休養をとることができるとともに、運動部活動以外にも多様な活

動を行うことができるよう、ある程度長期の休養期間（オフシーズン）を設ける。 
⑤ １日の活動時間は、長くとも平日では２時間程度、学校の休業日（学期中の週末

を含む。）は３時間程度とし、できるだけ短時間に、合理的でかつ効率的・効果的

な活動を行う。  
⑥ 主要な大会等の時期を「ハイシーズン」として活動できることとするが、その分、

それ以外の時期に休養日を十分確保する。  
 

高等学校  
① 学期中は、週当たり２日以上の休養日を設ける。（平日は少なくとも１日、週末は

少なくとも１日以上を休養日とする。）  
② 週末に大会参加等で活動した場合は、休養日を他の日に振り替える。 
③ 長期休業中の休養日の設定は、学期中に準じた扱いで行う。 
④ 生徒が十分な休養をとることができるとともに、運動部活動以外にも多様な活

動を行うことができるよう、ある程度長期の休養期間（オフシーズン）を設ける。 
⑤ １日の活動時間は、長くとも平日では２時間程度、学校の休業日（学期中の週末

を含む。）は３時間程度とし、できるだけ短時間に、合理的でかつ効率的・効果的

な活動を行う。  
⑥ 主要な大会等の時期を「ハイシーズン」として活動できることとするが、その分、
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それ以外の時期に休養日を十分確保する。  
⑦　教育目標や学校の特色、競技種目の特性及び生徒の競技に対する志向等を考慮

し弾力的に取り扱えるものとする。この場合は、原則週１日以上の休養日を確保

しながら、定期試験前の期間や年末年始等の学校閉庁日等における休止日の設定

も含め、年間で104日（平均して週２日）程度の休養日を確保する。  
 

イ 学校の設置者は、１（１）に掲げる「設置者の方針」の策定に当たっては、国の

ガイドラインにおいて設定された「運動部活動における休養日及び活動時間」の基

準を踏まえるとともに、上記の基準を参考に、休養日及び活動時間等を設定し、明

記する。また、下記ウに関し、適宜、支援及び指導・是正を行う。  
 

ウ 校長は、１（１）に掲げる「学校の運動部活動に係る活動方針」の策定に当たっ

ては、国のガイドラインにおいて設定された「運動部活動における休養日及び活動

時間」の基準を踏まえるとともに、「設置者の方針」に則り、各運動部の休養日及び

活動時間等を設定し、公表する。また、各運動部の活動内容を把握し、適宜、指導・

是正を行う等、その運用を徹底する。  
 
エ 休養日及び活動時間の設定については、地域や学校の実態を踏まえた工夫として、

定期試験前後の一定期間等、運動部共通、学校全体、市町村共通の部活動休養日を

設けることや、週間、月間、年間単位での活動頻度・時間の目安を定めることも考

えられる。   
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及び日曜日（以下「週末」という。）は少なくとも１日以上を休養日とする。）  
② 週末に大会参加等で活動した場合は、休養日を他の日に振り替える。 
③ 長期休業中の休養日の設定は、学期中に準じた扱いで行う。 
④ 児童が十分な休養をとることができるとともに、運動部活動以外にも多様な活

動を行うことができるよう、ある程度長期の休養期間（オフシーズン）を設ける。  
⑤ １日の活動時間は、平日、週末ともに長くても２時間程度とし、できるだけ短時

間に、合理的でかつ効率的・効果的な活動を行う。  
 

中学校  
① 学期中は、週当たり２日以上の休養日を設ける。（平日は少なくとも１日、週末は

少なくとも１日以上を休養日とする。）  
② 週末に大会参加等で活動した場合は、休養日を他の日に振り替える。 
③ 長期休業中の休養日の設定は、学期中に準じた扱いで行う。 
④ 生徒が十分な休養をとることができるとともに、運動部活動以外にも多様な活

動を行うことができるよう、ある程度長期の休養期間（オフシーズン）を設ける。 
⑤ １日の活動時間は、長くとも平日では２時間程度、学校の休業日（学期中の週末

を含む。）は３時間程度とし、できるだけ短時間に、合理的でかつ効率的・効果的

な活動を行う。  
⑥ 主要な大会等の時期を「ハイシーズン」として活動できることとするが、その分、

それ以外の時期に休養日を十分確保する。  
 

高等学校  
① 学期中は、週当たり２日以上の休養日を設ける。（平日は少なくとも１日、週末は

少なくとも１日以上を休養日とする。）  
② 週末に大会参加等で活動した場合は、休養日を他の日に振り替える。 
③ 長期休業中の休養日の設定は、学期中に準じた扱いで行う。 
④ 生徒が十分な休養をとることができるとともに、運動部活動以外にも多様な活

動を行うことができるよう、ある程度長期の休養期間（オフシーズン）を設ける。 
⑤ １日の活動時間は、長くとも平日では２時間程度、学校の休業日（学期中の週末

を含む。）は３時間程度とし、できるだけ短時間に、合理的でかつ効率的・効果的

な活動を行う。  
⑥ 主要な大会等の時期を「ハイシーズン」として活動できることとするが、その分、
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４ 児童生徒のニーズを踏まえたスポーツ環境の整備 

（１）児童生徒のニーズに応じた運動のできる活動の推進  
小学校  

ア 校長は、生涯にわたって豊かなスポーツライフを実現する資質・能力の基礎を培

うとともに、健全な心身を育み、よりよい人間形成を図るための運動部活動の観点

に加え、少子化に伴う統廃合等により、地域によっては児童がやりたいスポーツを

主体的に選択できなくなっている現状や運動機会そのものが失われていく可能性を

鑑み、誰でも、友達と楽しめたり、適度な頻度で行えたりする運動部の設置等、児

童の多様なニーズに応じた活動を行うことができる環境づくりを推進する。  
具体的な例としては、より多くの児童の運動機会の創出が図られるよう、季節ご

とに異なるスポーツを行う活動、競技志向でなくレクリエーション志向で行う活動、

体力つくりを目的とした活動等、児童が楽しく体を動かす習慣の形成に向けた動機

付けとなるものが考えられる。  
 

イ 学校の設置者及び校長は、児童数減少や指導者確保の困難さ等の地域の実情を踏

まえ、単一の学校では特定の競技の運動部を設けることができない場合には、児童

のスポーツ活動の機会が損なわれることがないよう、複数校の児童が拠点となる学

校の運動部活動に参加する等の合同部活動等の取組や小中連携の観点から学区内の

中学校運動部活動との合同練習等の取組について方策を検討する。  
また、長期的な視点から、小学校における運動部活動の社会体育への移行、総合

型地域スポーツクラブとの連携等の可能性を広く探っていく必要がある。  
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中学校  
ア 校長は、生涯にわたって豊かなスポーツライフを実現する資質・能力を育む基盤

としての運動部活動の観点から、競技力向上以外にも運動・スポーツの苦手な生徒

や障害のある生徒等でも、友達と楽しめたり、適度な頻度で行えたりする運動部の

設置等、生徒の多様なニーズに応じた活動を行うことができる運動部を設置する。  
具体的な例としては、より多くの生徒の運動機会の創出が図られるよう、季節ご

とに異なるスポーツを行う活動、競技志向でなくレクリエーション志向で行う活動、

体力つくりを目的とした活動等、生徒が楽しく体を動かす習慣の形成に向けた動機

付けとなるものが考えられる。  
 

イ 学校の設置者及び校長は、生徒数減少や指導者確保の困難さ等の地域の実情を踏

まえ、単一の学校では特定の競技の運動部を設けることができない場合には、生徒

のスポーツ活動の機会が損なわれることがないよう、複数校の生徒が拠点となる学

校の運動部活動に参加する等の合同部活動等の取組や小中連携の観点から学区内の

小学校運動部活動との合同練習等の取組について方策を検討する。  
 
高等学校  

ア 校長は、生涯にわたって豊かなスポーツライフを実現する資質・能力を育む基盤

としての運動部活動の観点から、競技力向上以外にも運動・スポーツの苦手な生徒

や障害のある生徒等でも、友達と楽しめたり、適度な頻度で行えたりする運動部の

設置等、生徒の多様なニーズに応じた活動を行うことができる運動部を設置する。  
具体的な例としては、より多くの生徒の運動機会の創出が図られるよう、季節ご

とに異なるスポーツを行う活動、競技志向でなくレクリエーション志向で行う活動、

体力つくりを目的とした活動等、生徒が楽しく体を動かす習慣の形成に向けた動機

付けとなるものが考えられる。  
また、高等学校においては生徒の発達段階を踏まえ、校長は、生徒との意見交換

等を通じて生徒の多様なスポーツへのニーズや意見を把握し、生徒の主体性を尊重

した活動に配慮する。  
 

イ 学校の設置者及び校長は、生徒数減少や指導者確保の困難さ等の地域の実情を踏

まえ、単一の学校では特定の競技の運動部を設けることができない場合には、生徒

のスポーツ活動の機会が損なわれることがないよう、複数校の生徒が拠点となる学

校の運動部活動に参加する等、合同部活動等の取組について方策を検討する。  
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中学校  
ア 校長は、生涯にわたって豊かなスポーツライフを実現する資質・能力を育む基盤

としての運動部活動の観点から、競技力向上以外にも運動・スポーツの苦手な生徒

や障害のある生徒等でも、友達と楽しめたり、適度な頻度で行えたりする運動部の

設置等、生徒の多様なニーズに応じた活動を行うことができる運動部を設置する。  
具体的な例としては、より多くの生徒の運動機会の創出が図られるよう、季節ご

とに異なるスポーツを行う活動、競技志向でなくレクリエーション志向で行う活動、

体力つくりを目的とした活動等、生徒が楽しく体を動かす習慣の形成に向けた動機

付けとなるものが考えられる。  
 

イ 学校の設置者及び校長は、生徒数減少や指導者確保の困難さ等の地域の実情を踏

まえ、単一の学校では特定の競技の運動部を設けることができない場合には、生徒

のスポーツ活動の機会が損なわれることがないよう、複数校の生徒が拠点となる学

校の運動部活動に参加する等の合同部活動等の取組や小中連携の観点から学区内の

小学校運動部活動との合同練習等の取組について方策を検討する。  
 
高等学校  

ア 校長は、生涯にわたって豊かなスポーツライフを実現する資質・能力を育む基盤

としての運動部活動の観点から、競技力向上以外にも運動・スポーツの苦手な生徒

や障害のある生徒等でも、友達と楽しめたり、適度な頻度で行えたりする運動部の

設置等、生徒の多様なニーズに応じた活動を行うことができる運動部を設置する。  
具体的な例としては、より多くの生徒の運動機会の創出が図られるよう、季節ご

とに異なるスポーツを行う活動、競技志向でなくレクリエーション志向で行う活動、

体力つくりを目的とした活動等、生徒が楽しく体を動かす習慣の形成に向けた動機

付けとなるものが考えられる。  
また、高等学校においては生徒の発達段階を踏まえ、校長は、生徒との意見交換

等を通じて生徒の多様なスポーツへのニーズや意見を把握し、生徒の主体性を尊重

した活動に配慮する。  
 

イ 学校の設置者及び校長は、生徒数減少や指導者確保の困難さ等の地域の実情を踏

まえ、単一の学校では特定の競技の運動部を設けることができない場合には、生徒

のスポーツ活動の機会が損なわれることがないよう、複数校の生徒が拠点となる学

校の運動部活動に参加する等、合同部活動等の取組について方策を検討する。  
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（２）地域との連携等  
ア　 学校の設置者及び校長は、児童生徒のスポーツ環境の充実の観点から、学校や地

　域の実態に応じて、地域のスポーツ団体との連携、保護者の理解と協力、民間事業

　者の活用等による、学校と地域が共に子供を育てるという視点に立った、学校と地

　域が協働・融合した形での地域におけるスポーツ環境整備を進める。その際、地域

　の関係者が集まった協議会等を設置し、運営主体、組織づくりなども踏まえながら

　進めることに留意する。

イ　地域の体育協会、競技団体及びその他のスポーツ団体は、総合型地域スポーツクラ

　ブやスポーツ少年団等の児童生徒が所属する地域のスポーツ団体に関する事業等に

　ついて、学校の設置者等と連携し、役割や実施主体を明確にしながら、学校と地域

　が協働・融合した形での地域のスポーツ環境の充実を推進する。

　　また、学校の設置者等が実施する部活動指導員の任用・配置や、運動部顧問等に

　対する研修等、スポーツ指導者の質の向上に関する取組に積極的に協力する。

ウ　地方公共団体は、学校管理下ではない社会教育に位置付けられる活動については、

　各種保険への加入や、学校の負担が増加しないこと等に留意しつつ、児童生徒がス

　ポーツに親しめる場所が確保できるよう、学校体育施設開放事業を推進する。

エ　学校の設置者及び校長は、学校と地域・保護者が共に子供の健全な成長のための教

　育、スポーツ環境の充実を支援するパートナーという考え方の下で、こうした取組を

　推進することについて、保護者と地域の理解と協力を促す。
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中学校  
ア 校長は、生涯にわたって豊かなスポーツライフを実現する資質・能力を育む基盤
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ア 校長は、生涯にわたって豊かなスポーツライフを実現する資質・能力を育む基盤

としての運動部活動の観点から、競技力向上以外にも運動・スポーツの苦手な生徒

や障害のある生徒等でも、友達と楽しめたり、適度な頻度で行えたりする運動部の

設置等、生徒の多様なニーズに応じた活動を行うことができる運動部を設置する。  
具体的な例としては、より多くの生徒の運動機会の創出が図られるよう、季節ご

とに異なるスポーツを行う活動、競技志向でなくレクリエーション志向で行う活動、

体力つくりを目的とした活動等、生徒が楽しく体を動かす習慣の形成に向けた動機

付けとなるものが考えられる。  
また、高等学校においては生徒の発達段階を踏まえ、校長は、生徒との意見交換

等を通じて生徒の多様なスポーツへのニーズや意見を把握し、生徒の主体性を尊重

した活動に配慮する。  
 

イ 学校の設置者及び校長は、生徒数減少や指導者確保の困難さ等の地域の実情を踏

まえ、単一の学校では特定の競技の運動部を設けることができない場合には、生徒

のスポーツ活動の機会が損なわれることがないよう、複数校の生徒が拠点となる学

校の運動部活動に参加する等、合同部活動等の取組について方策を検討する。  
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（２）地域との連携等  
ア　 学校の設置者及び校長は、児童生徒のスポーツ環境の充実の観点から、学校や地

　域の実態に応じて、地域のスポーツ団体との連携、保護者の理解と協力、民間事業

　者の活用等による、学校と地域が共に子供を育てるという視点に立った、学校と地

　域が協働・融合した形での地域におけるスポーツ環境整備を進める。その際、地域

　の関係者が集まった協議会等を設置し、運営主体、組織づくりなども踏まえながら

　進めることに留意する。

イ　地域の体育協会、競技団体及びその他のスポーツ団体は、総合型地域スポーツクラ

　ブやスポーツ少年団等の児童生徒が所属する地域のスポーツ団体に関する事業等に

　ついて、学校の設置者等と連携し、役割や実施主体を明確にしながら、学校と地域

　が協働・融合した形での地域のスポーツ環境の充実を推進する。

　　また、学校の設置者等が実施する部活動指導員の任用・配置や、運動部顧問等に

　対する研修等、スポーツ指導者の質の向上に関する取組に積極的に協力する。

ウ　地方公共団体は、学校管理下ではない社会教育に位置付けられる活動については、

　各種保険への加入や、学校の負担が増加しないこと等に留意しつつ、児童生徒がス

　ポーツに親しめる場所が確保できるよう、学校体育施設開放事業を推進する。

エ　学校の設置者及び校長は、学校と地域・保護者が共に子供の健全な成長のための教

　育、スポーツ環境の充実を支援するパートナーという考え方の下で、こうした取組を
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- 10 - 

 

５ 学校単位で参加する大会等の見直し 

（１）県中学校体育連盟及び県高等学校体育連盟は、公益財団法人日本中学校体育連盟及

び公益財団法人全国高等学校体育連盟が主催する学校体育大会について、参加資格の

在り方、大会規模もしくは日程等の在り方、運営の在り方に係る見直しが行われた場

合、それらの動向を踏まえ、県中学校体育連盟及び県高等学校体育連盟が主催する大

会においても同様の見直しを行う。  
 

（２）学校の設置者等は、学校の運動部が参加する大会・試合の全体像を把握し、様々な

大会・試合に参加することが、児童生徒や運動部顧問の過度な負担とならないよう、

本県の実情を踏まえた上で、各学校の運動部が参加する大会数の上限の目安等を定め

る。  
 
（３）校長は、学校の設置者等が定める上記（２）の目安等を踏まえ、児童生徒の教育上

の意義や、児童生徒や運動部顧問の負担が過度にならないことを考慮して、参加する

大会等を精査する。  
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６ 今後に向けて 

○ 本指針は、本県の実態を踏まえた上で、学校の運動部活動の取組について示すもので

あるが、今後、少子化がさらに進むことを踏まえれば、児童生徒のスポーツ環境の整備

については、長期的には、従来の学校単位での活動から複数の学校が合同で活動するこ

とや一定規模の地域単位での活動も視野に入れた体制の構築が求められる。  
 
○ このため、地方公共団体は、本指針を踏まえた運動部活動改革の取組を進めるととも

に、地域の実情に応じて、長期的に、地域全体で、これまでの学校単位の運動部活動に

代わりうる児童生徒のスポーツ活動の機会の確保・充実方策を検討する必要がある。  
 
○ また、競技団体は、競技の普及の観点から、運動部活動等のスポーツ活動が適切に行

われるために必要な協力を積極的に行うとともに、競技力向上の観点から、地方公共団

体や公益財団法人日本スポーツ協会、地域の体育協会等とも連携し、各地の将来有望な

アスリートとして優れた素質を有する児童生徒を、本格的な育成・強化コースへ導くこ

とができるよう、発掘・育成の仕組みの確立に向けて取り組む必要がある。  
 
○ さらに、県教育委員会は、20 2 5年に本県開催の国民スポーツ大会に向けた地方公

共団体、競技団体等の取組及び大会開催を契機としたレガシーの継承により、児童生徒

が生涯にわたって豊かにスポーツと関わることができる基盤が確立されていくととも

に、持続可能な競技スポーツの振興が図られ、「スポーツが盛んな青森県」に向けた豊

かな循環が持続するよう努める。  
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６ 今後に向けて 
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共団体、競技団体等の取組及び大会開催を契機としたレガシーの継承により、児童生徒

が生涯にわたって豊かにスポーツと関わることができる基盤が確立されていくととも

に、持続可能な競技スポーツの振興が図られ、「スポーツが盛んな青森県」に向けた豊

かな循環が持続するよう努める。  
  

 

７ スポーツ傷害の予防と応急手当  

（１）スポーツ傷害の予防  
スポーツ傷害はスポーツ外傷とスポーツ障害に大別される。  

スポーツ外傷：比較的大きな１回の外力によるものであり、骨折、脱臼、靱帯損

傷、捻挫などが含まれる。  
スポーツ障害：スポーツに特徴的な反復動作により組織の炎症・破綻を生じ、ス

ポーツ活動に支障をきたすもので、野球肘、テニス肘、ジャンパ

ー膝、疲労骨折などが該当する。  
スポーツ傷害の予防、悪化防止には以下のことに配慮することが大切である。  

 
○ 予防のための配慮事項  

① ウォーミングアップとストレッチングを十分に行わせる。  
② うさぎ跳び、膝を伸ばした状態での腹筋運動、無理に押さえ付けて行う柔軟体

操などの障害を引き起こしやすいトレーニングは避ける。  
③ 不調の早期発見に努める。  

 
児童生徒は、体の痛みがあるにもかかわらず、我慢して練習を継続していること

がよくある。そのため、かなり症状が悪化してから発見され、治療期間が長引くこ

ともある。日常の観察の中で状況を判断し、不調を早期に発見し適切な治療を受け

させるようにすることが大切である。  
また、体の調子が悪いときは、進んで申し出るよう指導することが大切であり、

日頃から、児童生徒が申し出しやすい雰囲気作りを心がけることも重要である。  
部活動の現場においては、時間が限られていることから、ストレッチング、ウォ

ーミングアップ、クーリングダウンにかける時間が不足がちとなりやすい。スポー

ツ傷害の予防の観点からは、しっかり時間をとって行うことが重要であり、そのた

めには、時間的に効率のよい、練習メニューの考案・作成も必要となる。  
 

ア ウォーミングアップとストレッチング  
傷害の予防とともに運動能力を引き出すために、ジョギングなどのウォーミング

アップで筋肉群の筋温を高めるとともに、呼吸、循環器機能を促進させ、運動負荷

に体を慣らすことが必要である。  
その際に、ジョギングのみでなく、関節や筋肉のストレッチングも行うべきであ

る。  
 

イ ストレッチングの基本的な進め方  
① 筋肉に軽い緊張を感じる程度に、はずみをつけずに伸ばす。  
② 呼吸を止めずに、自然な呼吸状態で行う。  
③ 一つのストレッチングを 10～30 秒程度維持し、２～４回繰り返す。  
④ 左右を行う。  
⑤ 対抗筋をストレッチするため、反対方向も行う（例：大腿四頭筋とハムストリング等）。
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ウ クーリングダウン  

スポーツ終了時に負荷量を徐々に減らして循環器や筋肉、関節に残る疲労を最小

限にすることである。その際、ウォーミングアップと同様にジョギングやストレッ

チングを行う。  

 
エ テーピング  

テーピングの目的は、関節を固定することによって運動負荷を制限し、傷害部の

安静による自然治癒の促進を目指すものであったが、最近は、関節や筋肉を強固に

固定してしまうことは弊害であるということから、傷害がある部分のみ固定、補強

して正常な運動を早期から行わせるようなテーピングが行われている。  
 

オ メディカルチェック  
個人の身体上のチェック、特に過去に経験した外傷部位の現状評価をするなど身

体特性を把握することである。  
スポーツを行うに当たっては、個人の身体特性を認識して無理のかからないスポ

ーツ活動を選択することが傷害の予防に有効である。  
 

カ アライメントチェック  
整形外科医等が、肩、肘、足首等の四肢の関節角度をチェックすることである。 
関節の不安定性や関節弛緩性などから予測される傷害を予防するとともに、上肢

（投げる等）、下肢（走る等）主体のどちらのスポーツに適しているかどうかなどの

参考になる。  
 

なお、県スポーツ科学センターでは、ジュニアアスリートから一般アスリートを対

象に、メディカルチェックやアライメントチェックも含まれている体力測定を行って

いる。（http://www.aiss.pref.aomori.jp/index.html）  
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（２）スポーツ傷害等に対する応急手当  
スポーツ中にけがをした場合には、まず全身状態の把握をすることが大切である。

意識状態、呼吸の乱れがないかなどを素早くチェックする。  
意識障害、呼吸障害などを認めた場合は、直ちに心肺蘇生処置を行うとともに、救

急搬送を依頼する。  
全身状態に異常がない場合には、応急手当として、次のようなことを実施すること

が必要になってくる。いわゆる RICE（ライス）である。  
 

ア RICE 処置  
Ｒ 安  静（Rest）  
Ｉ 冷  却（ Ice）  
Ｃ 圧  迫（Compression）  
Ｅ 挙  上（Elevation）  

 
・Rest（安静）  

どんなけがでも、とにかく一度練習や試合などを中断させて安静にするのが第

一である。体を動かすことによって、出血の増加や新たな傷害の併発も考えられ

る。骨折や捻挫部分を固定することもこの安静に含まれる。固定には、付近にあ

る木ぎれやダンボールなどを利用してもよい。  
・ Ice（冷却）  

傷害を起こすと、ほとんどの場合、内出血が生じる。これを最小限に留めるた

めに有効な方法が冷却である。けがの直後に冷却することで、二次的な腫れ、痛

みを予防することができる。足や手の関節ならバケツの氷水に浸せばよい。  
１回の冷却は 20～30 分とし、間隔をおいて繰り返す。  

・Compression（圧迫）  
圧迫することで、けがの部分の腫れ、内出血などを少なくすることができる。

受傷直後から、冷却と並行して行う。あまり圧迫が強いと循環不良となるので注

意が必要である。パッドやフェルト、スポンジなどで軽く圧迫し、包帯やテープ

で固定する。  
圧迫時間も約 20 分が適当である。  

・Elevation（挙上）  
けがの部分が腫れるのは、局所に血液やリンパ液が溜まってくるからである。

けがの部分を高く挙げておけば流れ込む血液量などが減少して、腫れを最小限に

することができる。  
 

イ けがの対応  
・創傷  

切り傷や擦り傷は水で局所を洗い流し、清潔にする。消毒液があれば消毒する。 
出血しているときは、ガーゼ、タオルなどで強く圧迫して止血する。傷の上の

部分で縛って止血するのは望ましくない。  

 
４つの言葉の頭文字をとったもので、

捻挫、骨折、打撲など、ほとんどのスポ

ーツ傷害に対応できる処置である。  
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・捻挫  
まず RICE 処置を行う。約 30 分冷却してから固定して挙上する。マッサージは

行わず、翌日までは安静にする。  
・骨折  

すぐに副木等を用いて固定し、直ちに医療機関を受診する。骨が皮膚を突き破

っている開放骨折の場合には、清潔なタオルなどで骨をおおい、専門医に処置を

してもらう。  
・脱臼  

可能なら整復して RICE 処置を行う。その後、必ず医療機関を受診する。  
・打撲  

すぐに RICE 処置を行う。頭や腹部の打撲の場合には、全身状態のチェックを

行う。  
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救急チャート（例示） スポーツ中にけがをした

骨折、脱臼、傷などの有無をチェック

症状が軽い 傷がある 痛みが大きい 脱臼している 骨折している

ＲＩＣＥ処置 消毒

打撲や捻挫が
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スポーツ再開

止血処置
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無理のない範囲で
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全身状態の
チェック

固定

専門医のいる病院
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・捻挫  
まず RICE 処置を行う。約 30 分冷却してから固定して挙上する。マッサージは

行わず、翌日までは安静にする。  
・骨折  

すぐに副木等を用いて固定し、直ちに医療機関を受診する。骨が皮膚を突き破

っている開放骨折の場合には、清潔なタオルなどで骨をおおい、専門医に処置を

してもらう。  
・脱臼  

可能なら整復して RICE 処置を行う。その後、必ず医療機関を受診する。  
・打撲  

すぐに RICE 処置を行う。頭や腹部の打撲の場合には、全身状態のチェックを

行う。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

８ 運動部活動Ｑ＆Ａ 

【運動部活動の意義に関すること】  

　Ｑ１ 小学校における運動部活動の意義について教えてください。

　Ａ１  　　小学校における運動部活動は、主として放課後を活用し、スポーツに共通の興

　味や関心をもつ同好の児童が、運動部顧問などの適切な指導の下に、自発的、自

　主的に行うものです。体育の授業で学習した内容を発展させたり、異なる学級や

　学年の児童との交流を深めたりすることなどを通して、体力の向上や健康の増進、

　個性の伸長及び好ましい人間関係の構築などの成果が期待されます。 

 

　Ｑ２  中学校及び高等学校における運動部活動の意義について教えてください。 

　Ａ２  　　中学校及び高等学校における運動部活動は、主として放課後を活用し、スポーツ

　に共通の興味や関心をもつ同好の生徒が、運動部顧問などの適切な指導の下に、自

　主的、自発的に行うものです。

　　学校教育の一環として、教育課程との関連を図りながら活動することで、体力の

　育が目指す資質・能力の育成に資するものとなります。

　　また、「する」ことのみならず、「みる」「支える」「知る」ことなど、自己の

　適性等に応じて、スポーツとの多様な関わり方について考えることを通して、生涯

　にわたる豊かなスポーツライフを実現していく資質・能力の育成などの効果が期待

　されます。  

 

【体制整備等に関すること】 

　Ｑ３ 　外部指導者（教職員以外）の委嘱や部活動指導員の任用に当たって、どのような

ことに注意する必要がありますか。 

　Ａ３  　外部指導者の委嘱や部活動指導員の任用に当たっては、校長や部活動担当教員は

機会をとらえ、外部指導者等と話し合い、相互の人間関係を円滑にしておくことが

大切です。

　外部指導者等には、学校の指導方針に基づいて指導に当たることを理解してもら

う必要があります。  

 

　Ｑ４ 　外部指導者（教職員以外）と部活動指導員の違いについて教えてください。 

　Ａ４  　外部指導者は、校長が学校部活動の指導者として承認した者で、日常的に学校部

活動の指導に当たっている者のことです。

　部活動指導員は、学校教育法施行規則第78条の２により、「中学校におけるスポ

ーツ、文化、科学等に関する教育活動（学校の教育課程として行われるものを除く。）

に係る技術的な指導に従事する」学校の職員と規定されています。なお、義務教育

学校後期課程、高等学校、中等教育学校並びに特別支援学校の中学部及び高等部に

ついては当該規定を準用しています。

　また、部活動指導員は、学校の教育計画に基づき、校長の監督を受け、部活動の

実技指導、大会・練習試合等の引率等を行います。また、校長は、部活動指導員に

部活動の顧問を命じることができます。  
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Ｑ５  会議・出張等で直接指導できない場合には、どのようなことに配慮したらよいで

しょうか。 

Ａ５  部活動の活動中には、顧問が練習に立ち会うことが原則ですが、公務等の都合で

できないこともあります。  

事前に分かっている場合は、練習日を変更することが必要です。また、他の顧問

に代わってもらい、練習内容を変更し、基本練習に留めるなどの配慮が必要です。 

また、外部指導者等との連携を密にして、練習開始時間・終了時間の連絡や練習

内容・練習場所等についても明確にしておく必要があります。 

 

Ｑ６  部活動中の事故が発生した場合、顧問の責任問題はどのようになるのでしょうか。 

Ａ６  国・公立学校の教職員の過失による事故の場合、国家賠償法第１条が適用され、

学校の設置者である市町村、都道府県あるいは国が賠償責任者となります。しかし、

公務員に故意又は重大な過失があったときは、国又は公共団体は、その公務員に対

して求償権を有するとされています。  

重大事故発生の場合には、裁判で争われることも少なくありません。そこでは、

計画に無理がなかったか、指導に安全を確保する義務（危険予知義務）、危険な結果

を回避する義務（危険回避義務）などの注意義務の違反がなかったか等について問

われます。 

事故を恐れるあまり、活動を制限することは決して望ましいことではありません

ので、適正な指導計画の下で安全に配慮した指導を行い、積極的にスポーツ活動を

推進する中で、事故防止に万全を期すことが大切となります。 

 

Ｑ７  校外の施設に移動する際や対外試合（練習試合を含む）の際に、児童生徒の輸送

のために、教職員が自動車を運転することはできるのでしょうか。 

Ａ７  公立学校の教職員の場合、対外試合等の児童生徒の輸送のために自動車を運転す

ることはできません。 

 

【運動部活動指導に関すること】 

Ｑ８  運動部活動には、必ず入部しなければならないのでしょうか。  

Ａ８  　運動部活動は、スポーツに共通の興味や関心をもつ同好の希望する児童生徒に

よって行われる活動のため、必ず入らなければならないものではなく、任意加入

となります。

　また、指導者が必要だからといって無理に入部させることは望ましいことでは

ありません。    
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Ｑ９  専門外の競技の顧問になった場合、どのようなことに留意したらよいでしょうか。 

Ａ９  顧問にとって、実技指導ができることが理想ですが、専門外の顧問になるといっ

た状況も見られます。顧問の役割としては、実技指導以外にも生活面の指導や社会

的態度の育成等も大切な指導の一つとなります。  

そこで、次の事項に留意して指導することが大切です。 

①　毎日の活動に努めて立ち会い、部員との人間関係や競技への理解を深める。 

②　必要に応じて、地域の指導者など外部指導者や部活動指導員を活用する。また、

　条件が整えば、専門的な指導力をもった地域の指導者を依頼し、顧問も一緒に学ぶ。

③　講習会・研修会等へ積極的に参加し、指導力を高めるとともに、他校の顧問と

　交流を図り、情報収集に努める。  

 

Ｑ10  部活動を実施するに当たって、どのようなことに配慮する必要がありますか。 

Ａ10  部活動は、教育課程において学習したことなども踏まえ、自らの適性や興味・関

心等をより深く追求していく機会であることから、児童生徒自身が教育課程におい

て学習する内容について改めてその大切さを認識するよう促すなど、学校教育の一

環として、教育課程との関連が図られるよう留意することが必要です。  
その上で、児童生徒が参加しやすいように実施形態などを工夫するとともに、児

童生徒の生活全体を見渡して休養日や活動時間を適切に設定するなど、バランスの

とれた生活や成長に配慮することが必要です。  
 

Ｑ11  保護者の中には試合に勝つことのみを求めがちになる傾向の人も見られますが、

本来の部活動の在り方を保護者に理解してもらうためには、どうしたらよいでしょ

うか。 

Ａ11  保護者に部活動を正しく理解してもらうことは、運営上欠かすことができない大

切なことです。  

児童生徒のみならず、保護者の思い、悩み等を把握した上で、部活動の指導方針、

活動計画等の理解を得るため、『部活動だより』の発行や定期的に保護者会を開催す

るなどして望ましい部活動の在り方について啓発を図っていく必要があります。  

 

【休養日等に関すること】  

Ｑ12  中学校、高等学校における「ハイシーズン」、「オフシーズン」とは何ですか。 

Ａ12  ハイシーズンとは、学校が主要と位置付けた大会で力を発揮するために強化する

時期のことです。したがって、運動の強度が高まる分、それ以外の時期に休養日を

十分確保し、生徒の疲労の蓄積を防ぐこと等が必要となります。 

また、オフシーズンとは、各部活動が主体となって定めた一定期間の休養日のほ

か、学校が主体となって定めた定期テスト準備期間、年末年始休業、学校閉庁日等

のことです。  

指導者は、生徒の心身の状態を整えるためにオフシーズンを有効に活用する必要

があります。   

－ 17－
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【環境整備に関すること】 

Ｑ13  児童生徒数の減少に伴い、単独校での対外運動競技（大会）への参加が難しい状

況の場合は、どのように参加したらよいですか。 

Ａ13  児童生徒数の減少や単独校での実施が困難な小規模校などの運動部活動において

は、近隣の学校と合同で組織し、日常の活動を行うといった取組とともに、複数校

合同の大会参加が考えられます。 

なお、中学校体育連盟主催による大会においては、勝つことのみを目指すチーム

編成ではなく、少人数の運動部による単独チーム編成ができないことの救済措置と

して、複数校合同チーム参加規定を定め、参加を認めている種目もあります。 

 

Ｑ14  高等学校と合同で練習したいのですが、留意することがあったら教えてください。 

Ａ14  中学生が高校生と合同で練習を行うことは、交流を図るだけでなく、技術的、精

神的向上にも大きく寄与するものと考えます。

しかし、中学生が高校生と同じ質量の練習を続けていくと、発達段階等の違いか

ら、スポーツ傷害を引き起こす可能性もありますので、指導者は、このことに留意

しながら練習計画を組むことが必要です。 

　また、練習会場及び使用器具、交通手段など、安全に対する配慮も必要となります。  

 

Ｑ15  小学校において、運動部活動からスポーツ少年団等の社会体育へ移行する際の留

意点はありますか。 

Ａ15  社会体育への移行に際しては、まず、学校、市町村等の実情に即して協議会等を

開催し、それぞれの学校、市町村等における児童スポーツ活動の現状や予想される

未来等について、学校、家庭、地域、関係団体、行政等関係者で共通理解を深め、

現在行われている児童スポーツ活動がこれから先も継続できるのか等、確認する必

要があります。そして、そこでの共通理解、確認を土台として、学校、市町村等と

しての進むべき方向性を検討していくことが大切です。 

※詳細はｐ32「関連参考資料掲載ウェブサイト（望ましい児童スポーツ活動に向

けた取組に関する報告書）」参照 
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【環境整備に関すること】 

Ｑ13  児童生徒数の減少に伴い、単独校での対外運動競技（大会）への参加が難しい状

況の場合は、どのように参加したらよいですか。 

Ａ13  児童生徒数の減少や単独校での実施が困難な小規模校などの運動部活動において

は、近隣の学校と合同で組織し、日常の活動を行うといった取組とともに、複数校

合同の大会参加が考えられます。 

なお、中学校体育連盟主催による大会においては、勝つことのみを目指すチーム

編成ではなく、少人数の運動部による単独チーム編成ができないことの救済措置と

して、複数校合同チーム参加規定を定め、参加を認めている種目もあります。 

 

Ｑ14  高等学校と合同で練習したいのですが、留意することがあったら教えてください。 

Ａ14  中学生が高校生と合同で練習を行うことは、交流を図るだけでなく、技術的、精

神的向上にも大きく寄与するものと考えます。

しかし、中学生が高校生と同じ質量の練習を続けていくと、発達段階等の違いか

ら、スポーツ傷害を引き起こす可能性もありますので、指導者は、このことに留意

しながら練習計画を組むことが必要です。 

　また、練習会場及び使用器具、交通手段など、安全に対する配慮も必要となります。  

 

Ｑ15  小学校において、運動部活動からスポーツ少年団等の社会体育へ移行する際の留

意点はありますか。 

Ａ15  社会体育への移行に際しては、まず、学校、市町村等の実情に即して協議会等を

開催し、それぞれの学校、市町村等における児童スポーツ活動の現状や予想される

未来等について、学校、家庭、地域、関係団体、行政等関係者で共通理解を深め、

現在行われている児童スポーツ活動がこれから先も継続できるのか等、確認する必

要があります。そして、そこでの共通理解、確認を土台として、学校、市町村等と

しての進むべき方向性を検討していくことが大切です。 

※詳細はｐ32「関連参考資料掲載ウェブサイト（望ましい児童スポーツ活動に向

けた取組に関する報告書）」参照 

  

 

【大会参加等に関すること】 

Ｑ16  学校教育活動としての対外運動競技（大会）の参加について教えてください。 

Ａ16  学校教育活動としての対外運動競技の参加について、次の事項に留意するものと

しています。  

①　国、地方公共団体若しくは学校体育団体（小学校においては小学校長会を含む）

の主催又はこれらと関係競技団体との共同主催を基本とすること。 

②　大会の規模、日程などが児童生徒の心身の発達からみて無理がないこと。 

③　参加する本人の意志、健康及び学業などを十分配慮するとともに、保護者の

理解を十分得るようにすること。 

 

また、運動競技会の開催・参加回数等については、次の基準を定めています。 

①　小学校の運動競技会は、特に児童の心身の発達からみて無理のない範囲とい

う観点から、市にあっては市、町村にあっては郡の区域内における開催・参

加を基本としつつ、県大会については、学校運営上や児童のバランスある生

活を配慮する観点から、年間１回程度とする。 

②　中学校の運動競技会は、都道府県内における開催・参加を基本としつつ、地

方ブロック大会及び全国大会については、学校運営や生徒のバランスある生活

に配慮する観点から、各競技につき、それぞれ年間１回程度とする。 

③　高等学校の運動競技会は、都道府県内における開催・参加のほかに、地方ブ

ロック大会及び全国大会については、学校運営や生徒のバランスある生活に配

慮する観点から、各競技につき、それぞれ年間２回程度とする。 

④　このほか、体力に優れ、競技水準の高い生徒が、国、地方公共団体又は財団

法人日本体育協会の加盟競技団体が主催する全国大会で、競技水準の高い者を

選抜して行うものに参加する場合、学校教育活動の一環として取り扱うことが

できる。なお、中学生については、文部科学省（文部省）と財団法人日本体育

協会ほか関係団体が合意したものに限り、学校教育活動の一環として参加させ

ることができる。 

 

児童生徒の引率の扱いについては、大会ごとにその都度確認が必要となります。 

※平成 13 年６月 27 日付け青教ス第 471 号「児童生徒の運動競技について」か

ら引用 

※詳細はｐ34「通知文」参照 

 

Ｑ17  児童生徒のオリンピック・パラリンピック競技大会等への参加について教えてく

ださい。 

Ａ17  児童生徒のオリンピック競技大会及びパラリンピック競技大会並びにこれらの大

会に向けた選手強化合宿等への参加については、体力に優れ、著しく競技水準の高

い者に限って参加を認めるものとしています。その際の授業への出欠については

「出席」扱いにすることが適当です。  

※詳細はｐ41「通知文」参照  
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【安全に関すること】 

Ｑ18  運動部活動中の事故防止を図るにはどのような配慮が必要ですか。 

Ａ18  運動部活動中の事故防止については、普段から細心の注意を払い、事故を未然に

防ぐことが重要であり、特に、次の事項に留意することが必要です。  

① 児童生徒の日常の健康状態を把握し、健康観察をはじめとする健康管理を的

確に行う。 

② 部員の実態にあった無理のない指導計画を作成する。 

③ 施設・設備及び器具・用具の事前点検・整備を励行する。 

④ 準備運動や整理運動を十分に行う。 

⑤ 普段から自他の安全に留意して活動できる態度を育成する。 

 

）独（、合場たしをガケに中校下登う伴に施実動活部ので日休や中動活技競動運外対  91Ｑ

日本スポーツ振興センターの災害共済給付の対象になるのでしょうか。  

Ａ19  災害共済給付の対象となる対外運動競技及び休日に行われる部活動（登下校も含

む）は、学校の教育計画上の範囲のものとし、次の要件を満たすものが対象となり

ます。 

① あらかじめ学校がその責任において、指導計画を立てて参加又は実施したも

のであること。 

② 解散されるまでの間、児童生徒の行動等について、顧問の適切な指導が行わ

れるものであること。 
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Ｑ20  「熱中症」とは、どういうもので、どのように対処したらよいでしょうか。 

Ａ20  体温を平熱に保つために汗をかき、体内の水分や塩分（ナトリウムなど）の減少

や血液の流れが滞るなどして、体温が上昇して重要な臓器が高温にさらされたりす

ることにより発症する障害の総称です。 

スポーツ活動では筋肉で大量の熱が発生するため、それだけ熱中症の危険が高く

なります。激しい運動では、短時間でも、またそれほど気温が高くない場合でも熱

中症が発生しています。暑い中ではトレーニングの質が低下するため、無理にトレ

ーニングしても効果は上がりません。したがって、熱中症を予防するトレーニング

方法や水分補給等を心がけることが、事故予防という観点だけでなく、効果的なト

レーニングという点からも重要です。 

スポーツ活動による熱中症は、適切な予防措置により防げるものです。熱中症の

発生には、環境の条件、運動の条件、個人のコンディションが関係しており、次の

ような対策が必要です。 

①　環境条件を把握しておく。 

②　状況に応じた水分補給を行う。 

③　暑さに徐々に慣れる。 

④　個人の条件や体調を考慮する。 

⑤　服装に気を付ける。 

⑥　具合が悪くなった場合には早めに措置をとる。 

⑦　無理な運動はしない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「熱中症環境保健マニュアル 2018（環境省）」から引用 

※詳細はｐ32「関連参考資料掲載ウェブサイト」参照   
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コラム　“どこを冷やすか？”

熱中症になったときにはⅡ

いいえ

はい

熱中症の応急処置
チェック1 熱中症を疑う症状が

ありますか？
（めまい・失神・筋肉痛・筋肉の硬直・大量の発汗
・頭痛・不快感・吐き気・嘔吐・倦怠感・虚脱感・
意識障害・けいれん・手足の運動障害・高体温）

救急車が到着するまでの間に
応急処置を始めましょう。呼び
かけへの反応が悪い場合には
無理に水を飲ませてはいけま
せん

氷のう等があれば、首、腋の
下、太腿のつけ根を集中的に
冷やしましょう

大量に汗をかいてい
る場合は、塩分の入っ
たスポーツドリンクや
経口補水液、食塩水
がよいでしょう

本人が倒れたときの状況を知っている人が
付き添って、発症時の状態を伝えましょう

チェック2 呼びかけに応え
ますか？

涼しい場所へ避難し、
服をゆるめ体を冷やす

涼しい場所へ避難し、
服をゆるめ体を冷やす

そのまま安静にして
十分に休息をとり、
回復したら帰宅しましょう

救急車を呼ぶ

水分・塩分を補給する

医療機関へ
症状がよくなり
ましたか？

チェック3 水分を自力で
摂取できますか？

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

もし、あなたのまわりの人が熱中症になってしまったら……。
落ち着いて、状況を確かめて対処しましょう。最初の措置が肝心です。

チェック4

図2-7　熱中症を疑ったときには何をすべきか

コラム

　文中やイラストでも示しているように、体表近くに太い静脈がある場所を冷やすのが最も効果的で

す。なぜならそこは大量の血液がゆっくり体内に戻っていく場所だからです。具体的には、前
ぜん

頚
けい

部
ぶ

の

両脇、腋の下、足の付け根の前面（鼠
そ

径
けい

部
ぶ

）等です。そこに保冷剤や氷枕（なければ自販機で買った冷

えたペットボトルやかち割り氷）をタオルでくるんで当て、皮膚を通して静脈血を冷やし、結果として

体内を冷やすことができます。冷やした水分(経口補水液)を摂らせることは、体内から体を冷やすと

ともに水分補給にもなり一石二鳥です。また、濡れタオルを体にあて、扇風機やうちわ等で風を当て、

水を蒸発させ体と冷やす方法もあります。

　熱が出た時に顔の額に市販のジェルタイプのシートを張っているお子さんをよく見かけますが、残

念ながら体を冷やす効果はありませんので、熱中症の治療には効果はありません。

“どこを冷やすか？”
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Ｑ21  「過呼吸症候群」とは、どういうもので、どのように対処したらよいでしょうか。 

Ａ21  精神的ストレスが原因で呼吸異常が起こり、その結果、様々な症状が現れること

を言います。  

トレーニング中に急に呼吸が激しくなり、酸素を吸い過ぎるため、血中から炭酸

ガスが異常に多く排出されることによって、めまい、手、足、口唇などのしびれや

けいれんなどを起こします。これらの症状でさらに不安が増し、「過呼吸」となって

しまいます。  

そのような児童生徒への対処方法として、精神的不安を取り除く「言葉がけ」を

し、ゆっくり呼吸するように指示します。なお、現在では袋等を口に当てる方法は

推奨されていませんので注意が必要です。 

 

Ｑ22  女子部員の健康管理には、どのような配慮が必要ですか。 

Ａ22  《女性アスリートの三主徴》  

① 摂食障害の有無によらない利用可能エネルギー不足 

→運動量に見合った食事が摂れていないこと 

② 視床下部性無月経 

→初経発来がみられなかったり、３カ月以上月経が止まること 

③ 骨粗鬆症 

→骨密度が低いこと 

　女性アスリートの三主徴は、この３つの疾患が独立して存在するものではなく

それぞれが関連し合っていますが、この三主徴のはじまりは，利用可能エネルギー

不足と考えられていますので、指導者は兆候を見逃さないように注意が必要です。

※「Health Management for Female Athletes Ver.３－女性アスリートのため

の月経対策ハンドブック－（東京大学医学部附属病院女性診療科・産科）」

から引用 

※詳細はｐ33「関連参考資料掲載ウェブサイト」参照 

 

Ｑ23  「バーンアウト（燃え尽き症候群）」とは、どういうことをいうのでしょうか。 

Ａ23  長期間一つのスポーツを続けてきた人が、そのスポーツがいやになってしまい、

燃え尽きたように気力を失ってしまう現象のことです。 

　未然に防ぐためには、過度の練習が、必ずしも体力・運動能力の向上につながらな

いこと等を正しく理解し、児童生徒が生涯を通じてスポーツに親しむ基礎を培うこと

ができるよう、児童生徒とコミュニケーションを十分に図るよう配慮が必要です。 
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Ｑ24  万が一、事故が発生したときにどのような緊急対応が必要ですか。 

Ａ24  万が一、事故が発生した場合は、一次救命処置による迅速かつ適切な対応が必要

となります。 

一次救命処置とは、心肺蘇生や、ＡＥＤを用いた除細動など、心臓や呼吸が停止

した傷病者を救命するために行う緊急処置のことです。 

【一時救命処置の手順（心肺蘇生、ＡＥＤを用いた除細動）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「一次救命処置の手順（日本赤十字社）」から引用 

※詳細はｐ33「関連参考資料掲載ウェブサイト」参照  
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【参考資料】 

○部活動指導計画様式（例）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

年度

実施状況　１：週休日・祝日の活動日（振替休業等での活動日）　２：休養日（振替休業日での休養日）　３：平日活動日　４：平日休養日　

年間 週休日・祝日合計 121 日 「１」の計 60 日 「２」の計 61 日 平日の計 244 日 「３」の計 183 日 「４」の計 61 日 122 日

4 月 週休日・祝日合計 10 日 「１」の計 5 日 「２」の計 5 日 平日合計 20 日 「３」の計 16 日 「４」の計 4 日

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

曜日 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月

実施
状況

2 3 3 4 3 3 1 2 4 3 3 3 3 2 1 3 3 4 3 3 1 2 3 3 4 3 3 1 2 1

休養
日

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

備
考

入
学
式

昭
和
の
日

振
替
休
日

5 月 週休日・祝日合計 10 日 「１」の計 7 日 「２」の計 3 日 平日合計 21 日 「３」の計 13 日 「４」の計 8 日

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

曜日 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木

実施
状況

3 4 1 1 2 1 3 3 4 3 3 1 2 3 3 4 3 3 1 2 4 4 4 4 3 1 1 3 3 4 3

休養 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

備
考

中
間
テ
ス
ト

6 月 週休日・祝日合計 9 日 「１」の計 4 日 「２」の計 5 日 平日合計 21 日 「３」の計 15 日 「４」の計 6 日

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

曜日 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

実施
状況

3 1 1 3 3 4 3 3 3 3 3 2 2 3 3 2 2 4 4 4 4 3 1 2 3 3 4 3 3 1

休養 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

備
考

中
体
連

中
体
連

期
末
テ
ス
ト

期
末
テ
ス
ト

2018

「２・４」の計

年間指導計画表（〇〇中学校〇〇部）【例】

年度

実施状況　１：週休日・祝日の活動日（振替休業等での活動日）　２：休養日（振替休業日での休養日）　３：平日活動日　４：平日休養日　

年間 週休日・祝日合計 121 日 「１」の計 67 日 「２」の計 54 日 平日の計 244 日 「３」の計 178 日 「４」の計 66 日 120 日

4 月 週休日・祝日合計 10 日 「１」の計 9 日 「２」の計 1 日 平日合計 20 日 「３」の計 16 日 「４」の計 4 日

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

曜日 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月

実施
状況

2 3 3 3 3 4 1 1 3 3 4 3 3 1 1 3 3 4 3 3 1 1 3 3 4 3 3 1 1 1

休養
日

○ ○ ○ ○ ○

備
考

入
学
式

昭
和
の
日

振
替
休
日

5 月 週休日・祝日合計 10 日 「１」の計 8 日 「２」の計 2 日 平日合計 21 日 「３」の計 11 日 「４」の計 10 日

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

曜日 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木

実施
状況

3 4 1 1 1 1 3 4 4 4 4 2 2 4 4 4 3 3 1 1 3 3 4 3 3 1 1 3 3 4 3

休養 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

備
考

春
季
大
会

春
季
大
会

春
季
大
会

中
間
考
査

中
間
考
査

中
間
考
査

6 月 週休日・祝日合計 9 日 「１」の計 3 日 「２」の計 6 日 平日合計 21 日 「３」の計 14 日 「４」の計 7 日

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

曜日 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

実施
状況

3 3 1 3 2 3 3 3 1 2 3 3 3 3 3 1 2 3 3 3 4 4 2 2 4 4 4 4 4 2

休養 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

備
考

高
校
総
体

高
校
総
体

高
校
総
体

高
校
総
体

振
替
休
業

.

期
末
考
査

期
末
考
査

2018

「２・４」の計

※原則週１日以上の休養日の確保しながら、年間で１０４日（平均して週２日）以上程度の休養日を設けましょう。

年間指導計画表（〇〇高等学校〇〇部）【例】
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年度 4 月

間時間時
00:300:3日1

○00:000:0月2
03:254:2火3
00:300:3水4
00:300:3木5

○00:000:0金6
00:000:3土7
00:000:3日8
00:000:2月9
00:000:2火01

○00:000:0水11
00:000:2木21
00:000:0金31
00:000:0土41
00:000:0日51
00:000:0月61
00:000:0火71

○00:000:0水81
00:000:0木91
00:000:0金02
00:000:0土12
00:000:0日22
00:000:0月32
00:000:0火42

○00:000:0水52
00:000:0木62
00:000:0金72
00:000:0土82
00:000:0日92
00:000:0月03
00:000:0火1

日503:1154:32合計時間

休養日

16:30 18:30

16:30 18:30

9:00 12:00
16:30 18:30

9:00 12:00

9:00 12:00 9:00 12:00
9:00 12:00 9:00 12:00

13:00 15:45 13:00 15:30

終了 開始 終了
9:00 12:00 9:00 12:00

日 曜
績　実定　予

開始

2018
月　間　指　導　計　画　表　【例】

動活部当担名校学

名　氏名　職
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○ 部活動指導員に対する研修内容 (例)  
スポーツ、運動、部活動等における多様な価値に反して、けがやインテグリティ（高

潔性・健全性）に関する問題は後を絶たない。  
部活動の指導に関わる者は、児童生徒の人格形成に大きな影響を及ぼすものであると

いう認識のもと、部活動が「学校における教育活動の一環」であることに鑑み、教育者

としての資質を有することが必要である。  
その資質には、以下の項目等が挙げられる。  

ア 部活動の意義及び目的  
イ 学校組織人としての服務（教育公務員に準じる。）  
ウ 教育的心情  
エ 児童生徒理解  
オ 運動の特性理解  
カ 児童生徒及び運動についての科学的認識  
キ マネジメント  

 
これらは、指導者自身の自覚と研鑽によって維持・向上することが強く望まれるとこ

ろである。しかし、実態としては、指導者自身の経験知を頼りにした指導が見られ、児

童生徒や運動についての科学的知見に基づいた指導から乖離している場合があり、例え

ば、次のようなことが危惧される事項として挙げられる。  
 

　【不公平である】 
　レギュラー、補欠、ポジション等の選択の際、指導者との関係性によって決

　定してしまう。 
　【不公正である】 

　正しいこと以上に、勝つこと、もうかること、得ること等の関係で判断し、

　行動する。 
　【不勉強である】 

　運動や身体についての科学的認識、生活への影響、児童生徒の心身の発達と

　の関係について知らないまま指導する。 
　【謙虚さがない】 

　児童生徒や保護者に対して威圧的に指導したり対応したりする。 
学校や児童生徒・家庭、地域の事情を理解しようとせず、自分の考えで言動する。  

　【けがの予防と対応についての知識及び行動が不足している】 
　けがの予防対策が不十分で、児童生徒を含めた他者にけがの原因を求め、知

　識や行動の見直しが不十分である。 
 

これら指導者の資質に関わる改善のためには、積極的な質の高い研修が重要である。  
そこで、学校の設置者と学校には、指導者に必要な資質の維持及び向上のために、そ

の立場に対応した責務のもと、次のような研修内容を適用し実施することを促す。
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＜学校の設置者等において実施する研修＞

ア 部活動の意義及び目的  
・スポーツの多様な価値、インテグリティ、学校教育及び学習指導要領  
・部活動の意義及び位置付け  

イ 学校組織人としての服務（教育公務員に準じる。）  
・部活動指導員制度の概要（身分、職務、勤務形態、報酬・費用弁償、災害補償等）  
・服務（校長の監督を受けること、児童生徒の人格を傷つける言動や体罰が禁止され

ていること、保護者等の信頼を損なうような行為の禁止等）  
・学校外での活動（大会・練習試合等）の引率  
・部活動の管理運営（会計管理等）  

ウ 教育的心情  
・使命感、児童生徒への愛情、信頼関係づくり  

エ 児童生徒理解  
・生徒指導に係る対応  

オ 運動の特性理解  
・機能的特性、構造的特性、効果的特性  

カ 児童生徒及び運動についての科学的認識・指導方法  
・児童生徒の発達段階に応じた科学的な指導  
・安全及び障害予防に関する知識及び技能の指導  
・女子生徒や障害のある生徒などへの配慮  
・運動生理学、バイオメカニクス、スポーツ心理学の知見とその活用  

キ マネジメント  
・顧問や部活動を担当する教諭等との情報共有  
・事故が発生した場合の現場対応、保護者等への対応  

 
＜学校において実施する研修＞  

ア 部活動の意義及び目的  
・学校、各部の活動の目標や方針（各部の練習時間や休養日の徹底を含む。）  

イ 学校組織人としての服務（教育公務員に準じる。）

・学校、各部が抱える課題  
ウ 教育的心情  

・学校で期待される指導者の心情  
エ 児童生徒理解  

・学校、各部員の実態  
オ 運動の特性理解  

・学校、各部の運動の特性  
カ 児童生徒・運動についての科学的認識  
キ マネジメント  

・学校の教育活動との関連  
・学校、各部における用具・施設の点検・管理の仕方   
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○中学校・高等学校 学習指導要領（抜粋）  
中学校学習指導要領（平成29年３月公示）第１章総則第５の１のウ  
高等学校学習指導要領（平成30年３月公示）第１章総則第６款１のウ  

 
 
○小学校学習指導要領解説体育編平成29年７月（抜粋）  

第３章 指導計画の作成と内容の取扱い  
３ 体育・健康に関する指導  
＜クラブ活動，運動部の活動＞ 

　クラブ活動,運動部の活動は,スポーツ等に共通の興味や関心をもつ同好の児童によって

行われる活動であり,体育の授業で学習した内容を発展させたり,異なる学級や学年の児童

との交流を深めたりするなどの成果が期待される。 

　このうちクラブ活動は, 学校において適切な授業時数を充てるものとしており, 学校や

地域の実態等を考慮しつつ, 児童の興味・関心を踏まえて計画的に実施することが大切で

ある。 

　また, 運動部の活動は, 主として放課後を活用し, 特に希望する児童によって行われる

ものであるが, 児童の能力や適性などを考慮し, 教師などの適切な指導の下に, 自発的, 自

主的な活動が適正に展開されるよう配慮することが大切である。 

 

 

○中学校学習指導要領解説保健体育編平成29年７月（抜粋）  
第３章 指導計画の作成と内容の取扱い  
３ 教育課程外の学校教育活動と教育課程との関連（第１章第５の１のウ）  

○高等学校学習指導要領解説保健体育編・体育編平成30年７月（抜粋）  
第１部 保健体育編  
第３章 各科目にわたる指導計画の作成と内容の取扱い  
第３節 総則関連事項  
２ 教育課程外の学校教育活動と教育課程との関連（第１章総則第６款の１のウ）  

※《  》内は高等学校  
部活動の指導及び運営等に当たっては，第１章総則第５の１ウ《第１章総則第６款

ウ  教育課程外の学校教育活動と教育課程の関連が図られるように留意するもの

とする。特に，生徒の自主的，自発的な参加により行われる部活動については，

スポーツや文化，科学等に親しませ，学習意欲の向上や責任感，連帯感の涵養等，

学校教育が目指す資質・能力の育成に資するものであり，学校教育の一環として，

教育課程との関連が図られるよう留意すること。その際，学校や地域の実態に応

じ，地域の人々の協力，社会教育施設や社会教育関係団体等の各種団体との連携

などの運営上の工夫を行い，持続可能な運営体制が整えられるようにするものと

する。  
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の１のウ》に示された部活動の意義と留意点等を踏まえて行うことが重要である。  
中学生《高校生》の時期は,生徒自身の興味・関心に応じて,教育課程外の学校教

活動や地域の教育活動など,生徒による自主的・自発的な活動が多様化していく段

階にある。少子化や核家族化が進む中にあって,中学生《高校生》が学校外の様々な

活動に参加することは,ともすれば学校生活にとどまりがちな生徒の生活の場を地域

社会に広げ,幅広い視野に立って自らのキャリア形成を考える機会となることも期待

される。このような教育課程外の様々な教育活動を教育課程と関連付けることは,生

徒が多様な学びや経験をする場や自らの興味・関心を深く追究する機会などの充実に

つながる。  
特に,学校教育の一環として行われる部活動は,異年齢との交流の中で,生徒同士

や教員と生徒等の人間関係の構築を図ったり,生徒自身が活動を通して自己肯定感を

高めたりするなど,その教育的意義が高いことも指摘されている。

そうした教育的意義が部活動の充実の中のみで図られるのではなく,例えば,運動

部の活動において保健体育科の指導との関連を図り,競技を「すること」のみならず,

「みる,支える,知る」といった視点からスポーツに関する科学的知見やスポーツと

の多様な関わり方及びスポーツがもつ様々な良さを実感しながら,自己の適性等に応

じて,生涯にわたるスポーツとの豊かな関わり方を学ぶなど,教育課程外で行われる

部活動と教育課程内の活動との関連を図る中で,その教育効果が発揮されることが重

要である。  
このため, 本項では生徒の自主的, 自発的な参加により行われる部活動について,  
① スポーツや文化及び科学等に親しませ,学習意欲の向上や責任感,連帯感の涵

養,互いに協力し合って友情を深めるといった好ましい人間関係の形成等に資す

るものであるとの意義があること, 
② 部活動は,教育課程において学習したことなども踏まえ,自らの適性や興味・

関心等をより深く追求していく機会であることから,第２章以下に示す各教科等

の目標及び内容との関係にも配慮しつつ,生徒自身が教育課程において学習する

内容について改めてその大切さを認識するよう促すなど,学校教育の一環として,

教育課程との関連が図られるよう留意すること,  
③  一定規模の地域単位で運営を支える体制を構築していくことが長期的には不

可欠であることから,設置者等と連携しながら,学校や地域の実態に応じ,教員

の勤務負担軽減の観点も考慮しつつ,部活動指導員等のスポーツや文化及び科学

等にわたる指導者や地域の人々の協力,体育館や公民館などの社会教育施設や地

域のスポーツクラブといった社会教育関係団体等の各種団体との連携などの運

営上の工夫を行うこと,  
をそれぞれ規定している。  

学校が部活動を実施するに当たっては,本項や,中央教育審議会での学校におけ

る働き方改革に関する議論及び運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン

（平成 3 0年３月スポーツ庁）も参考に,生徒が参加しやすいよう実施形態などを工

夫するとともに,生徒の生活全体を見渡して休養日や活動時間を適切に設定するなど

生徒のバランスのとれた生活や成長に配慮することが必要である。その際,生徒の心
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身の健康管理 , 事故防止及び体罰・ハラスメントの防止に留意すること。  
＜運動部の活動＞ 

運動部の活動は,スポーツに興味と関心をもつ同好の生徒が,スポーツを通して交

流したり,より高い水準の技能や記録に挑戦したりする中で,スポーツの楽しさや喜

びを味わい,豊かな学校生活を経験する活動であるとともに,体力の向上や健康の増

進にも極めて効果的な活動である。  

したがって,生徒が運動部の活動に積極的に参加できるよう配慮することが大切で

ある。また,生徒の能力等に応じた技能や記録の向上を目指すとともに,互いに協力

し合って友情を深めるなど好ましい人間関係を育てるよう適切な指導を行う必要があ

る。さらに,運動部の活動も学校教育活動の一環であることから ,生徒の主体的・対

話的で深い学びの実現に向けた視点も参考に指導を行うことが大切である。  

加えて,運動部の活動は,主として放課後に行われ,特に希望する同好の生徒によっ

て行われる活動であることから,生徒の自主性を尊重する必要がある。また,生徒に

任せすぎたり,勝つことのみを目指したりした活動にならないよう留意する必要もあ

る。そのため,例えば,競技を「すること」のみならず,生徒自らが所属する運動部

の活動を振り返りつつ,目標 ,練習計画等の在り方や地域との関わり方等について定

期的に意見交換をする場を設定することなどが考えられる。このように,運動部の活

動の意義が十分発揮されるよう,生徒の個性の尊重と柔軟な運営に留意したり,生徒

のバランスのとれた生活や成長のためにも休養日や練習時間を適切に設定したりする

など,生徒の現在及び将来の生活を見渡しながら,生徒の学びと生涯にわたるキャリ

ア形成の関係を意識した活動が展開されることが必要である。また,生徒の能力・適性,

興味・関心等に応じつつ,健康・安全に留意し適切な活動が行われるよう配慮して指

導することが必要である。  

なお,「学校教育法施行規則の一部を改正する省令」が平成 2 9年４月１日から施行

され,中学校，義務教育学校の後期課程,高等学校,中等教育学校並びに特別支援学

校の中等部及び高等部におけるスポーツ,文化 ,科学等に関する教育活動（学校の教

育課程として行われるものを除く。）に係る技術的な指導に従事する部活動指導員に

ついて,その名称及び職務等を明らかにすることにより,学校における部活動の指導

体制の充実が図られるようにした。 

設置者及び各学校においては,部活動指導員を活用する場合,部活動が学校教育の

一環であることを踏まえ,生徒の自発的,自主的な参加が促進されるよう部活動指導

員との密接な連携を図ることが必要である。 

その際,部活動が,各学校の教育目標の実現に向けた主体的・対話的で深い学びの

場となるよう,研修等の機会を適切に確保するなど,部活動指導員の指導力向上を図

ることができる機会を適切に確保することが求められる。  

  

 

の１のウ》に示された部活動の意義と留意点等を踏まえて行うことが重要である。  
中学生《高校生》の時期は,生徒自身の興味・関心に応じて,教育課程外の学校教

活動や地域の教育活動など,生徒による自主的・自発的な活動が多様化していく段

階にある。少子化や核家族化が進む中にあって,中学生《高校生》が学校外の様々な

活動に参加することは,ともすれば学校生活にとどまりがちな生徒の生活の場を地域

社会に広げ,幅広い視野に立って自らのキャリア形成を考える機会となることも期待

される。このような教育課程外の様々な教育活動を教育課程と関連付けることは,生

徒が多様な学びや経験をする場や自らの興味・関心を深く追究する機会などの充実に

つながる。  
特に,学校教育の一環として行われる部活動は,異年齢との交流の中で,生徒同士

や教員と生徒等の人間関係の構築を図ったり,生徒自身が活動を通して自己肯定感を

高めたりするなど,その教育的意義が高いことも指摘されている。

そうした教育的意義が部活動の充実の中のみで図られるのではなく,例えば,運動

部の活動において保健体育科の指導との関連を図り,競技を「すること」のみならず,

「みる,支える,知る」といった視点からスポーツに関する科学的知見やスポーツと

の多様な関わり方及びスポーツがもつ様々な良さを実感しながら,自己の適性等に応

じて,生涯にわたるスポーツとの豊かな関わり方を学ぶなど,教育課程外で行われる

部活動と教育課程内の活動との関連を図る中で,その教育効果が発揮されることが重

要である。  
このため, 本項では生徒の自主的, 自発的な参加により行われる部活動について,  
① スポーツや文化及び科学等に親しませ,学習意欲の向上や責任感,連帯感の涵

養,互いに協力し合って友情を深めるといった好ましい人間関係の形成等に資す

るものであるとの意義があること, 
② 部活動は,教育課程において学習したことなども踏まえ,自らの適性や興味・

関心等をより深く追求していく機会であることから,第２章以下に示す各教科等

の目標及び内容との関係にも配慮しつつ,生徒自身が教育課程において学習する

内容について改めてその大切さを認識するよう促すなど,学校教育の一環として,

教育課程との関連が図られるよう留意すること,  
③  一定規模の地域単位で運営を支える体制を構築していくことが長期的には不

可欠であることから,設置者等と連携しながら,学校や地域の実態に応じ,教員

の勤務負担軽減の観点も考慮しつつ,部活動指導員等のスポーツや文化及び科学

等にわたる指導者や地域の人々の協力,体育館や公民館などの社会教育施設や地

域のスポーツクラブといった社会教育関係団体等の各種団体との連携などの運

営上の工夫を行うこと,  
をそれぞれ規定している。  

学校が部活動を実施するに当たっては,本項や,中央教育審議会での学校におけ

る働き方改革に関する議論及び運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン

（平成 3 0年３月スポーツ庁）も参考に,生徒が参加しやすいよう実施形態などを工

夫するとともに,生徒の生活全体を見渡して休養日や活動時間を適切に設定するなど

生徒のバランスのとれた生活や成長に配慮することが必要である。その際,生徒の心
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○リンク集  
・関連参考資料掲載ウェブサイト  

 
（青森県教育委員会）  

防災・安全の手引（二訂版）について 平成 26 年 3 月  
http://www.pref.aomori.lg.jp/bunka/education/bousaianzennotebiki_niteiban.html 

 
望ましい児童スポーツ活動に向けた取組に関する報告書

http://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kyoiku/e-
sports/files/jidousupoutukatudouhoukokusyo.pdf 

 
（文部科学省）  

運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン 平成 30 年 3 月  
http://www.mext.go.jp/sports/b_menu/shingi/013_index/toushin/1402678.htm 

 
学校における体育活動中の事故防止について（報告書） 平成 24 年 7 月  

http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/jyujitsu/1323968.htm 
 
（青森県スポーツ科学センター）  

アスリートプログラムサービス (APS)の提供  
http://www.aiss.pref.aomori.jp/ 

 
（環境省）  

環境省熱中症予防情報サイト  
http://www.wbgt.env.go.jp/  

・熱中症環境保健マニュアル 2018 
http://www.wbgt.env.go.jp/heatillness_manual.php 

 
（独立行政法人日本スポーツ振興センター）  

学校での事故防止対策集

https://www.jpnsport.go.jp/anzen/anzen_school/tabid/337/Default.aspx 
・学校でのスポーツ事故を防ぐために

https://www.jpnsport.go.jp/anzen/anzen_school/bousi_kenkyu/tabid/1808/Default.
aspx 

・頭頚部外傷の事故防止

https://www.jpnsport.go.jp/anzen/anzen_school/bousi_kenkyu/tabid/1651/Default.
aspx 
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（東京大学医学部附属病院 女性診療科・産科）  
「Health Management for Female Athletes Ver.３－女性アスリートのための月経対策

ハンドブック－」  
https://www.jpnsport.go.jp/Portals/0/HMFAver3.pdf 

 
（日本赤十字社）  

一次救命処置  
http://www.jrc.or.jp/activity/study/safety/ 

 
（スポーツ少年団）  

ガイドブック  スポーツ少年団とは  
https://www.japan-sports.or.jp/Portals/0/data/syonendan/kouhou/H28-
29_gaidobook.pdf 

 
スポーツ少年団登録者処分基準  

https://www.japan-sports.or.jp/club/tabid1163.html 
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運動部活動顧問等の部活動指導中における暴力・体罰・セクハラ等に対する
日本中学校体育連盟の対応（再送）

平成３０年３月３０日
（公財）日本中学校体育連盟

運動部活動顧問の暴力・体罰・セクハラ等（以下「暴力等」という ）が大きな社会問題と。
なっている。各地方公共団体や競技団体等による研修会も開催され、これらの根絶に向けた取
組も強化されている。しかし、毎年、暴力等の事案が報告されている。
文部科学省・スポーツ庁 （公財）日本体育協会 （公財）高等学校体育連盟等においては、、 、

これらの行為に対して厳しく対処している。
本連盟においても、運動部活動は学校教育の一環であり、生徒の人間教育として、また、学

校全体の雰囲気を明るく元気にしていく大きな力を持っていると考えている。そこで、各中学
校の運動部顧問及び運動部活動に関わる全ての指導者の暴力等の防止策について継続して検討
してきた。
スポーツを文化として大切にし、教育者として指導する者には必要ないと信じているが、本

連盟の決意として、下記のとおり監督等の条件、対応・処置を明確に示すこととする。
なお、本連盟が対応するこれらの行為は、各顧問等の指導者が担当する運動部の活動及びそ

の指導に関わる場面でのこととする。通常の教育活動上における生徒指導場面とは区別するも
のである。

記

１ 本連盟が主催する大会における監督等の条件
（公財）日本中学校体育連盟が主催する全ての大会における引率者、監督、部活動指導

員、外部指導者（コーチ 、トレーナー等（以下「指導者等」という）は、部活動の指導）
中における暴力等により、任命権者又は学校設置者から懲戒処分を受けていない者である
こと。
なお、懲戒処分規定が及ばない外部の指導者は、校長が文書で指導を委嘱し、本ルール

を事前に周知しておく。暴力等への指導措置は校長が行い、監督等の条件及び対応等は上
記と同様に考える。

●以下の文を全国中学校体育大会各競技大会要項の「引率者及び監督」の項に記載する

「 公財）日本中学校体育連盟が主催する本大会に出場するチーム・選手の引率者、（
監督、部活動指導員、外部指導者（コーチ 、トレーナー等は、部活動の指導中にお）
ける暴力・体罰・セクハラ等により、任命権者又は学校設置者から懲戒処分を受けて
いない者であることとしている。校長はこの点を確認して、大会申込書を作成する。
なお、外部の指導者は校長から暴力等に対する指導措置を受けていないこととする 」。

２ 本連盟による対応・処置の対象となる者
各中学校（中等教育学校及び義務教育学校を含む）に設置されている運動部で、本連盟

に競技部が存在する運動部の指導者等
３ 本連盟の対応

) 暴力等により任命権者又は学校設置者から懲戒処分を受けていることが明確になっ1
た教職員は、本連盟における全ての役職を停止する
★後任の補充は、該当都道府県中体連会長と相談し、該当都道府県中体連及びブロッ
ク中体連から選出することを基本とする

) 暴力等により任命権者又は学校設置者から懲戒処分を受けていることが明確になっ2
た指導者等で学校の教職員以外の者は、本連盟が主催する全ての大会における指導者
等への登録を禁止する

４ 判定及びその時期
) 当該校の校長が懲戒処分を確認した時点1

５ 期 間
)違反行為１回目1
校長が確認した時点から「２年間」は、本連盟の役職停止及び本連盟主催の全ての

大会における指導者等の登録を禁止する。この期間は、異動等により勤務校が変わっ
たり、指導する運動部が変更となっても継続するものとする

（１年間とは、夏季・冬季または冬季・夏季大会とする）
)違反行為２回目2
本連盟における役職及び本連盟主催の全ての大会における指導者等の「資格なし」

とする
６ 本対応は、平成３０年４月１日より施行適用する。- 48 - 

 

・運動部顧問等の部活動指導中における暴力・体罰・セクハラ等に対する日本中学校

体育連盟の対応（通知文）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

写
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                          ２６全国高体連第４２号        

平成２６年５月２０日 
 
各都道府県高等学校体育連盟 会  長 殿 

      同 上      理事長 殿 
（公財）全国高体連各専門部  部  長 殿 
      同 上      委員長 殿 

 
 
               （公財）全国高等学校体育連盟 
                    会 長  小 野  力 
 
 

体罰根絶全国共通ルールの制定について（通知） 
 

 

日頃より本連盟の諸事業及び高等学校における運動部活動の充実・発展はじめ、インタ

ーハイの開催にご理解とご協力をいただき、ありがとうございます。 

さて、体罰の根絶に向けて、本連盟は一昨年度来、「運動部活動における体罰根絶に向け

て」の通知文を発出し、また、日本中体連と合同で「体罰根絶宣言」を発信しました。昨

年度には、４月にスポーツ関係５団体と協力し、「スポーツ界における暴力行為根絶宣言」

を採択しました。また、その中で具体的な取組が行われるよう、５月に高体連独自の「行

動宣言」を出しました。さらに、昨年度インターハイの全競技会場には、根絶スローガン

を記した横断幕を掲出するなど、様々な取組を行ってまいりました。 

しかし、社会全体で体罰や暴力行為等を一掃しようとの機運が高まっている中であるに

もかかわらず、運動部活動における体罰が散見されることは、誠に残念なことであります。 

今後、こと体罰の問題は、全国共通の問題として捉え直し、各都道府県高体連が共通し

て指導する部分を「全国共通ルール」として設定し、この共通ルールの趣旨・内容を全て

の加盟校及び指導者に対し周知徹底する必要があると考えています。その共通理解のもと

に、各加盟校をはじめ、各都道府県高体連、各競技専門部及び全国高体連が、組織をあげ

て体罰根絶に向け指導することが、根絶宣言の具現化につながると考えます。 

このことは、公益財団法人としての全国高体連や各加盟校を直接管轄する立場にある各

都道府県高体連の責務でもあります。関係機関と連携を図りながら、高体連の各組織が一

丸となって、「全国共通ルール」のもと体罰を根絶させる取組を行うことが、全国１２０万

人の登録生徒の健全育成に良い影響を及ぼし、広く社会からの信頼を得ることにつながる

と考えます。 

つきましては、別紙の「全国共通ルール」の制定のねらい、内容、運用等を管下の加盟

校及び全ての指導者に周知徹底し、体罰根絶の取組みを一層充実させるようお願いいたし

ます。 

 また、本ルールの周知理解を促すため、別添えの「各加盟校の校長先生方へ」及び「運

動部活動指導者の皆様方へ」を作成いたしました。併せて、ご活用方お願い申し上げます。 

 

運動部活動顧問等の部活動指導中における暴力・体罰・セクハラ等に対する
日本中学校体育連盟の対応（再送）

平成３０年３月３０日
（公財）日本中学校体育連盟

運動部活動顧問の暴力・体罰・セクハラ等（以下「暴力等」という ）が大きな社会問題と。
なっている。各地方公共団体や競技団体等による研修会も開催され、これらの根絶に向けた取
組も強化されている。しかし、毎年、暴力等の事案が報告されている。
文部科学省・スポーツ庁 （公財）日本体育協会 （公財）高等学校体育連盟等においては、、 、

これらの行為に対して厳しく対処している。
本連盟においても、運動部活動は学校教育の一環であり、生徒の人間教育として、また、学

校全体の雰囲気を明るく元気にしていく大きな力を持っていると考えている。そこで、各中学
校の運動部顧問及び運動部活動に関わる全ての指導者の暴力等の防止策について継続して検討
してきた。
スポーツを文化として大切にし、教育者として指導する者には必要ないと信じているが、本

連盟の決意として、下記のとおり監督等の条件、対応・処置を明確に示すこととする。
なお、本連盟が対応するこれらの行為は、各顧問等の指導者が担当する運動部の活動及びそ

の指導に関わる場面でのこととする。通常の教育活動上における生徒指導場面とは区別するも
のである。

記

１ 本連盟が主催する大会における監督等の条件
（公財）日本中学校体育連盟が主催する全ての大会における引率者、監督、部活動指導

員、外部指導者（コーチ 、トレーナー等（以下「指導者等」という）は、部活動の指導）
中における暴力等により、任命権者又は学校設置者から懲戒処分を受けていない者である
こと。
なお、懲戒処分規定が及ばない外部の指導者は、校長が文書で指導を委嘱し、本ルール

を事前に周知しておく。暴力等への指導措置は校長が行い、監督等の条件及び対応等は上
記と同様に考える。

●以下の文を全国中学校体育大会各競技大会要項の「引率者及び監督」の項に記載する

「 公財）日本中学校体育連盟が主催する本大会に出場するチーム・選手の引率者、（
監督、部活動指導員、外部指導者（コーチ 、トレーナー等は、部活動の指導中にお）
ける暴力・体罰・セクハラ等により、任命権者又は学校設置者から懲戒処分を受けて
いない者であることとしている。校長はこの点を確認して、大会申込書を作成する。
なお、外部の指導者は校長から暴力等に対する指導措置を受けていないこととする 」。

２ 本連盟による対応・処置の対象となる者
各中学校（中等教育学校及び義務教育学校を含む）に設置されている運動部で、本連盟

に競技部が存在する運動部の指導者等
３ 本連盟の対応

) 暴力等により任命権者又は学校設置者から懲戒処分を受けていることが明確になっ1
た教職員は、本連盟における全ての役職を停止する
★後任の補充は、該当都道府県中体連会長と相談し、該当都道府県中体連及びブロッ
ク中体連から選出することを基本とする

) 暴力等により任命権者又は学校設置者から懲戒処分を受けていることが明確になっ2
た指導者等で学校の教職員以外の者は、本連盟が主催する全ての大会における指導者
等への登録を禁止する

４ 判定及びその時期
) 当該校の校長が懲戒処分を確認した時点1

５ 期 間
)違反行為１回目1
校長が確認した時点から「２年間」は、本連盟の役職停止及び本連盟主催の全ての

大会における指導者等の登録を禁止する。この期間は、異動等により勤務校が変わっ
たり、指導する運動部が変更となっても継続するものとする

（１年間とは、夏季・冬季または冬季・夏季大会とする）
)違反行為２回目2
本連盟における役職及び本連盟主催の全ての大会における指導者等の「資格なし」

とする
６ 本対応は、平成３０年４月１日より施行適用する。
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・体罰根絶全国共通ルールの制定について（通知文）【全国高体連】  
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１ 体罰根絶全国共通ルール制定のねらい 

本ルールは、本連盟「競技者及び指導者規程」の第６条（指導者のあり方）及び第７

条（罰則）に基づき、「体罰を行った指導者は、高体連主催大会には出場できません。」

という高体連としての考え方を全国共通の具体的ルールとして制定する。体罰を行った

指導者への詳細な罰則規定をつくるのが目的ではなく、本ルールの趣旨や内容を全ての

運動部活動指導者、生徒、保護者、そして、社会全体にまで広く周知することにより、

運動部活動にかかわる体罰の発生を未然に防止することをねらいとする。 

 

 

２ 体罰根絶全国共通ルール 

 

 

３ 体罰根絶全国共通ルールの運用について 

（１） 本ルールにおける体罰は、平成２５年５月文部科学省の「運動部活動での指導のガ 

イドライン」にある「体罰等の許されない指導と考えられるものの例」を参考にして、

適用の対象とする。 

参考：http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/jyujitsu/1335529.htm 

（２） 本ルールの適用に当たっては、該当指導者に対する各教育委員会又は各学校の指導

措置・処分等が確定した後、該当校の校長が、該当指導者本人の了解を得た上で、別

紙様式により各都道府県高体連に報告する。 
（３） 運動部活動にかかわる場面での体罰について、本ルールを適用する。 
   （ミーティング中、部員への個別指導中、運動部の寮生活等の場面を含む。） 
（４） 各教育委員会又は各学校の指導措置・処分等の内容に、大会出場停止や高体連の役

職停止の期間がある場合は、その期間を本ルールの１年間の中に含むこととする。 

（５） 本ルールを適用される指導者は、適用される旨の連絡を受けた日から２週間以内に、 

（公財）全国高等学校体育連盟会長宛に不服申立書を提出して不服を申し立てること

ができる。ただし、本ルールそのものに関する不服申立てを除く。 

 
 

 
(1)  指導者（監督、コーチ、顧問教諭、外部指導者等）に関するルール 
ア 体罰を行った指導者については、原則として当該体罰に対する各教育委員会又

は各学校の指導措置・処分等が確定後１年間、高体連主催大会に出場できないも

のとする。（選抜大会を含む） 
イ 体罰を行った指導者については、原則として高体連の役職を解くものとする。

また、当該体罰に対する各教育委員会又は各学校の指導措置・処分等が確定後１

年間、原則として高体連の役職に充てない。 
(2)  本ルールは、平成２６年７月１日より施行適用する。 
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１ 体罰根絶全国共通ルール制定のねらい 

本ルールは、本連盟「競技者及び指導者規程」の第６条（指導者のあり方）及び第７

条（罰則）に基づき、「体罰を行った指導者は、高体連主催大会には出場できません。」

という高体連としての考え方を全国共通の具体的ルールとして制定する。体罰を行った

指導者への詳細な罰則規定をつくるのが目的ではなく、本ルールの趣旨や内容を全ての

運動部活動指導者、生徒、保護者、そして、社会全体にまで広く周知することにより、

運動部活動にかかわる体罰の発生を未然に防止することをねらいとする。 

 

 

２ 体罰根絶全国共通ルール 

 

 

３ 体罰根絶全国共通ルールの運用について 

（１） 本ルールにおける体罰は、平成２５年５月文部科学省の「運動部活動での指導のガ 

イドライン」にある「体罰等の許されない指導と考えられるものの例」を参考にして、

適用の対象とする。 

参考：http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/jyujitsu/1335529.htm 

（２） 本ルールの適用に当たっては、該当指導者に対する各教育委員会又は各学校の指導

措置・処分等が確定した後、該当校の校長が、該当指導者本人の了解を得た上で、別

紙様式により各都道府県高体連に報告する。 
（３） 運動部活動にかかわる場面での体罰について、本ルールを適用する。 
   （ミーティング中、部員への個別指導中、運動部の寮生活等の場面を含む。） 
（４） 各教育委員会又は各学校の指導措置・処分等の内容に、大会出場停止や高体連の役

職停止の期間がある場合は、その期間を本ルールの１年間の中に含むこととする。 

（５） 本ルールを適用される指導者は、適用される旨の連絡を受けた日から２週間以内に、 

（公財）全国高等学校体育連盟会長宛に不服申立書を提出して不服を申し立てること

ができる。ただし、本ルールそのものに関する不服申立てを除く。 

 
 

 
(1)  指導者（監督、コーチ、顧問教諭、外部指導者等）に関するルール 
ア 体罰を行った指導者については、原則として当該体罰に対する各教育委員会又

は各学校の指導措置・処分等が確定後１年間、高体連主催大会に出場できないも

のとする。（選抜大会を含む） 
イ 体罰を行った指導者については、原則として高体連の役職を解くものとする。

また、当該体罰に対する各教育委員会又は各学校の指導措置・処分等が確定後１

年間、原則として高体連の役職に充てない。 
(2)  本ルールは、平成２６年７月１日より施行適用する。 
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○スポーツ少年団の理念  

•一人でも多くの青少年にスポーツの歓びを提供する  
•スポーツを通して青少年のこころとからだを育てる  
•スポーツで人々をつなぎ、地域づくりに貢献する  

 
○日本スポーツ少年団団員綱領  

1. わたくしたちは、スポーツをとおして健康なからだと心を養います。  
1. わたくしたちは、ルールを守り、他人に迷惑をかけない、りっぱな人間になります。 
1. わたくしたちは、スポーツによって、自分の力を伸ばす努力をします。  
1. わたくしたちは、スポーツのよろこびを学び、友情と協力を大切にします。  
1. わたくしたちは、スポーツをとおして世界中の友だちと力をあわせ、平和な世界をつ

くります。  
 

○日本スポーツ少年団指導者綱領  
1. わたくしたちは、次の時代を担う子どもたちの健全育成のために努力します。  
1. わたくしたちは、スポーツのもつ教育的役割を果たすために努力します。  
1. わたくしたちは、子どもたちのもつ無限の可能性を開発するために努力します。  
1. わたくしたちは、つねに愛情と英知をもって子どもたちと行動するよう努力します。 
1. わたくしたちは、スポーツを愛する仲間とともに世界の平和を築くために努力します。 
 

スポーツ少年団の活動分野    単位スポーツ少年団の組織  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

スポーツ少年団の活動

６．スポーツ少年団の活動分野
　スポーツ少年団の活動は、対象となる団員の多くが小学生で、こころ
とからだの発達が急激に進むときです。そのため、日本スポーツ少年団
では、単位団活動の内容として、主となるスポーツ活動だけでなく、文
化・学習活動や社会活動など、幅広い活動を展開することがよりふさわ
しいと考えています。日本スポーツ少年団では、スポーツ少年団の活動
分野を下図のように示しています。特にスポーツ少年団活動が人間形成
を大きな柱にしていることから、いずれの分野も欠かすことができない
大切なものであることを認識しなければなりません。
　したがって単位団の活動は、しっかりした目標に沿って年間、月間の
計画が作成され、団員たちが無理なく、また目標を持って活動に参加で
きるようにすることが求められます。

■スポーツ少年団の活動分野

スポーツ少年団活動

スポーツ少年団活動の目的
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り
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Ⅱ

２．単位スポーツ少年団から日本スポーツ少年団まで
＜単位スポーツ少年団＞
　単位団は、自主的に参加した子どもたちと、単位団活動をより良くす
るために補助的な役割を果たすリーダー、適切な指導・助言で子どもた
ちの能力を引き出し、より良い社会人へと導くことができる指導者、地
域の中で財政面、労力面、精神面にわたって単位団を支えてくれる育成
母集団（→ P.25）が重要なメンバーとなり、はじめて組織と機能が確立
されるのです。

■単位スポーツ少年団の組織

育成母集団
（保護者・地域住民の組織）
●役割分担によるスポーツ少年団の経営
●親や住民、みんなのスポーツ活動

（スポーツを中心
とした諸活動）
●活動における
役割分担
●団費納入

〔リーダー〕
●年少団員の模
範・まとめ役
●指導者の補佐

 ツーポス （
少年団の指導）

指導者
（認定員・認定育成員）団 員

（リーダー） ●団指導者
●技術指導者
●育成指導者

スポーツ
少年団員
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学校における運動部活動･スポーツ活動推進事業  

【スポーツ活動の指針作成会議委員】  
国立大学法人弘前大学大学院 

教育学研究科  
人秀 野上 授教

青森県スポーツドクターの会 医師（青森市民病院整形外科部長）  塚田 晴彦

青森県小学校長会 対策部長（青森市立戸山西小学校長）  小形 浩子

青森県中学校長会 会長（青森市立甲田中学校長） 伊藤  隆

青森県高等学校長協会 
管理運営委員  

（青森県立弘前工業高等学校長） 
赤井 茂樹

青森県中学校体育連盟 会長（青森市立浪岡中学校長） 齋藤  実

青森県高等学校体育連盟  会長（青森県立青森西高等学校長）  花田  慎

青森県高等学校野球連盟  会長（青森県立青森工業高等学校長）  前田  済

公益財団法人青森県体育協会 専務理事 山本  馨

青森県スポーツ少年団 本部長 江渡 光夫

青森県ＰＴＡ連合会 会長 外﨑 浩司

青森県高等学校ＰＴＡ連合会 顧問 若宮 佳一

総合型地域スポーツクラブ連絡協議会  

ＳＣ青い森ネット 
会長 鹿内  葵

青森県女子体育連盟 理事長（青森県立鶴田高等学校長）  菅原 文子

青森県教育庁職員福利課  課長 佐藤 禎人

青森県教育庁教職員課 課長 赤尾 ・伸

青森県教育庁スポーツ健康課 課長 相坂  譲

〔平成30年12月現在〕

 

【スポーツ活動の指針作成会議ワーキンググループ員】

国立大学法人弘前大学大学院 

教育学研究科  
人秀 野上 授教

青森県スポーツドクターの会 医師（青森市民病院整形外科部長）  塚田 晴彦

青森市立泉川小学校 教諭 横山 清之

青森県中学校体育連盟 理事長（青森市立浪岡中学校教諭）  塩谷  貴

青森県高等学校体育連盟  理事長（青森県立青森西高等学校教頭） 工藤 清彦

青森県高等学校野球連盟  
理事長 

（青森県立青森工業高等学校教諭）  
高橋  聡

公益財団法人青森県体育協会 事務局次長兼スポーツ振興課長 山口 哲寛

総合型地域スポーツクラブ連絡協議会  

ＳＣ青い森ネット 
会長 鹿内  葵

青森県女子体育連盟 理事長（青森県立鶴田高等学校長）  菅原 文子

青森県教育庁職員福利課  主事 佐野 照真

青森県教育庁教職員課 総括主幹 森 三奈子

青森県教育庁東青教育事務所 指導主事 梅津 克文

青森県教育庁西北教育事務所 指導主事 今井 一仁

青森県教育庁中南教育事務所 指導主事 鎌田 寛市

青森県教育庁上北教育事務所 指導主事 山形 貴雄

青森県教育庁下北教育事務所 指導主事 田中 健一

青森県教育庁三八教育事務所 指導主事 堀合  貴

〔平成30年12月現在〕
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